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公共事業の司法統制に関する研究 
－公共事業裁判における立証責任の意義－ 
                                                    政治学研究科 政治学専攻 
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  本件は、徳島市の第 2 ゴミ処理場（本件施設）の建設をめぐり、X（徳島市）の Y ら
（反対同盟）に対する団結小屋の収去とその敷地の明け渡し及び建設妨害禁止を求める








































流量を 2 度に渡る改訂によって従前の倍近い 8,000m3/s まで引き上げ、その流量の確保
のため長良川下流部を浚渫して河積を拡大することとした。その結果、河底の浚渫によ
Hosei University Repository
































- 5 - 
（事件の概要） 
















るというべきである（最高裁第二小法廷昭和 50 年 10 月 24 日判決）*12。 
②民事保全手続においては、暫定性、迅速性というその手続の特質に基づき、実体的要
件（被保全権利、保全の必要性）の立証は、当事者の主張が一応確からしいという心証

















































































裁第二小法廷昭和 50 年 10 月 24 日判決）*21」に加えて、「民事保全手続においては、
暫定性、迅速性というその手続の特質に基づき、実体的要件（被保全権利、保全の必要
性）の立証は、当事者の主張が一応確からしいという心証を裁判官に与える挙証として
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